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２.１ 高精度な３Ｄ構造モデルに基づく自動震源決定システムの開発 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「高精度な３Ｄ構造モデルに基づく自動震源決定システムの開発」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 センター長 

主任研究員 

グループリーダー 

（センター長代理） 

グループリーダー 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

研究員 

研究員 

客員研究員 

主任研究員 

研究生/臨時研究補助員 

藤江  剛 

仲西 理子 

尾鼻 浩一郎 

 

中村 恭之 

利根川貴志 

新井 隆太 

白石 和也 

山本 揚二朗 

Yanfang Qin 

縣  亮一郎 

山下 幹也 

富士原敏也 

Flores, Paul 

Caesar M 

University of Hong Kong Assistant Professor Xin Liu 

GNS Science Marine Geophysicist Dan Bassett 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 研究部門長 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

上席研究員 

主任研究員 

契約研究員 

汐見 勝彦 

浅野 陽一 

植平 賢司 

木村 武志 

松原  誠 

田中 佐千子 

松澤 孝紀 

武田 哲也 

三好 崇之 

関口 渉次 

 

(c) 業務の目的 

マルチパラメータ化した三次元地下構造モデル（以下、マルチパラメータ３Ｄ構造モ

デル、あるいは３Ｄ構造モデル）ならびに海陸の観測データを用いた自動震源決定シス

テムを構築し、南海トラフ及びその周辺の地震活動の現状を即時的に把握出来るように

することを目的とする。３Ｄ構造モデルの構築にあたっては、様々な既往研究成果や最
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新の地下構造研究成果を取り入れることで既に構築済みの三次元Ｐ波速度構造モデル

を高精細化するとともに、Ｓ波速度や密度等を含めたマルチパラメータ化を行う。また、

海底に設置された常設地震観測点直下の堆積層構造を詳細に評価し、震源決定の高度化

に資する観測点補正値を求め、３Ｄ構造モデルに反映する。構築した３Ｄ構造モデルを

自動震源決定システムに適宜採用することで、過去及び現在の地震活動を適切に把握す

る。構築した３Ｄ構造モデルは、本プロジェクトにおける基本モデルとして、他の研究

課題と共有する。 

 

(d) ５か年の年次実施計画 

1) 令和２年度：  

熊野灘海域の速度構造モデルの更新の仕組みの構築及び DONET 観測点の観測点補正

値推定方法の検討を進めた。３Ｄ構造モデルを用いた自動震源決定システム構築に向

け、既存モデルを用いた震源計算システムを整備した。 

2) 令和３年度：  

熊野灘周辺の海陸統合３Ｄ構造モデルの構築を進めた。ここまで構築した３Ｄ構造

モデルについて、サブ課題１「地殻活動情報創成研究」内で共有するとともに、他の

サブ課題との共有方法等について、プロジェクト内外の関係者と議論を開始した。自

動震源決定システムに新しい３Ｄ構造モデルを反映する仕組みを構築し、解析結果の

評価・検討を進めた。 

3) 令和４年度： 

熊野灘周辺を中心に既存の陸域構造情報も反映した３Ｄ構造モデルの更新を実施し

た。モデル構築、検証、改善の対象を紀伊水道域へも拡張するとともに、観測点補正

値を３Ｄ構造モデルに反映する方法の検討を進めた。新たな３Ｄ構造モデルを自動震

源決定システムに反映させるとともに、構築した震源カタログに基づいて地震発生場

所の評価手法の検討に着手した。他の研究課題と共有した３Ｄ構造モデルについて、

モデルの更新方針等について検討を行った。 

4) 令和５年度： 

３Ｄ構造モデルの構築対象領域を四国沖へ拡張するとともに、観測データを用いた

モデルの検証や改善を進めた。過去データの再解析による長期震源カタログを整備す

るとともに、そのカタログを用いて地震発生場所の評価や地震活動解析手法の検討を

実施した。他の研究課題と共有した３Ｄ構造モデルについて、新たに構築したモデル

への更新を行った。 

5) 令和６年度： 

前年度までに構築した３Ｄ構造モデルの見直しや検証を実施しつつ、東海沖及び日

向灘沖への対象領域の拡張を行った。堆積層構造解析結果について、震源決定精度向

上のための情報として整理した。前年度までに得られたモデルを自動震源決定システ

ムに反映させた。地震活動を可視化して表現するシステムのプロトタイプを構築した。

他の研究課題と共有した３Ｄ構造モデルについて、新たに構築したモデルへの更新を

行った。 
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(e) 令和６年度業務目的 

海陸を統合した高精細マルチパラメータ３Ｄ構造モデルの更新及び３Ｄ構造モデルを

用いた震源カタログに基づく地震活動評価方法の検討を進める。これまでに構築した海

陸統合高精細マルチパラメータ３Ｄ構造モデルについて、対象領域を東海沖及び日向灘

へ拡張する。観測データを用いたモデルの更新及び検証を行うとともに、モデルの誤差評

価手法について検討する。DONET の観測点周辺の堆積層構造解析を引き続き実施し、震源

決定精度向上のための情報として整理する。これまでに得られたモデルを自動震源決定

システムに反映させる。過去に発生した地震の震源カタログを整備するとともに、それを

用いた地震活動可視化システムのプロトタイプを構築する。 

 

(２)令和６年度の成果 

①過去の探査や基盤観測データに基づく３Ｄ構造モデルの構築と検証 

(a) 業務の要約 

令和５年度までに構築した海陸統合高精細マルチパラメータ３Ｄ構造モデルについ

て、観測データを用いたＰ波速度構造モデルの検証を行った。並行して、新たな観測や

解析に基づく速度構造情報を構築中のモデルに取り込む方法の改良を進めた。モデル構

築の対象領域を東海沖及び日向灘へ拡張するとともに、これまでに構築したモデルの更

新を行い、海陸統合マルチパラメータ３Ｄ構造モデルを構築した。令和３年度から継続

している他のサブ課題担当者等とのモデル共有に関する議論に基づき、今後のモデル構

築や利活用を想定した枠組みを試作した。震源決定の信頼性向上に不可欠な堆積層補正

値の推定に向けて、令和５年度まで準備してきた構造探査データのレシーバー関数解析

手法の改良及び表面波解析によるＳ波速度構造推定方法の汎用化を進めるとともに、両

手法を多くの海域観測データに適用し、堆積層内の詳細Ｓ波速度構造モデルの把握を進

めた。 

 

(b) 業務の成果 

1) ３Ｄ Ｐ波速度構造モデルの作成・更新とマルチパラメータ化 

令和５年度までに構築した南海トラフ域におけるマルチパラメータ３Ｄ構造モデル 1)

の高精細化及び広域化のため、今年度は、これまで収集した地形 2),3)、地層境界面を含

む構造情報 4)～15)を整理した上で、最新の反射法解析 16)や未活用であった自然地震トモ

グラフィ解析 17)の結果を新たに取り入れた。特に、沈み込むフィリピン海プレートの形

状は、最新の反射法解析 16)の導入により高精細化が実現された。また、令和５年度まで

に構築した３Ｄ Ｐ波速度構造モデル 1)について、モデル構築に使用した構造情報の一つ

である海陸統合トモグラフィ解析 5)で利用した制御震源の観測走時データに基づく検証

結果、及び本章②項で述べる令和５年度までに構築したマルチパラメータ３Ｄ構造モデ

ル 1)を用いた震源決定の結果等を踏まえ、複数の速度構造モデルの統合の方針を見直し、

新たな方針に従ってモデル構築を実施した。Ｐ波速度構造情報としては、大きく以下の

３つのカテゴリを使用することとした。 

i) 構造探査に基づく結果をまとめたもの 

ii) 地震トモグラフィ及び表面波解析による結果（海域 11)～14)、海陸統合 5)、日本列島スケール 17)） 
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iii) 全国 1 次地下構造モデル（JIVSM）15) 

J-SHIS 地盤情報 18)については、3)節で述べる意見交換の場において更新作業中との

情報を得た。これを踏まえ、新しいバージョンの情報が公表された後に差し替えること

が適切と判断し、今年度も現在公開されている情報の採用を見送った。図２－１－①－

１にＰ波速度構造モデル統合方針の概要を示す。対象領域を海域浅部、海域深部、陸域

浅部、陸域深部の４つに区分けし、各領域についてモデルを構築した上で、全域の３Ｄ

構造モデルとして統合する方法を採った。なお、構造探査に基づく結果の中には、時間

領域の情報しか存在しない場合がある。そのため、モデル構築は全ての構造情報を時間

領域に揃えた上で実施し、最後にモデルを深度変換する方式を採用した。海陸の構造を

扱うため、基準面は海抜０ m より 4500 m 上空に設定し、空気層は海水で補填した。海

域浅部領域のモデル構築には、上述のＰ波速度構造 i)及び ii)を使用した。i)、ii)の海

域トモグラフィ解析 11)～13)及び表面波解析 14)、海陸統合トモグラフィ解析 5)、日本列島

スケールのトモグラフィ解析 17)による結果の順に優先して活用するため、図２－１－①

－２のフローに示すように、初めに、ii)の海陸統合トモグラフィ解析結果 5)について、

日本列島スケールトモグラフィ解析結果 17)の変動の傾向を参照して（通常）Kriging 補

間 19)を施した。日本列島スケールトモグラフィ結果 17)は深さ５ km より浅い部分の解像

度がないため、時間領域への変換に際して、深さ５ km 未満は JIVSM15)に差し替えた。補

間方法の特性上、深い部分では元の日本列島スケールトモグラフィ結果 17)と乖離してし

まう。これを避けるため、往復走時 20 秒より深い部分を日本列島スケールトモグラフィ

結果 17)に置き換えた。以上によって作られた「補間モデル２」の変動の傾向を参照し、

海域トモグラフィ解析結果 11)～13)及び表面波解析結果 14)に対して（通常）Kriging 補間

19)を実施した。上述と同じ理由で、往復走時 20 秒より深い部分を日本列島スケールトモ

グラフィ結果 17)に置き換えた後、作られた「補間モデル４」の変動の傾向を参照し、上

述のＰ波速度構造 i)について、特に反射法速度解析の結果 16)を含めた構造探査に基づ

く成果をまとめたものを（通常）Kriging 補間 19)し、最終的な海域浅部のＰ波速度構造

モデルを作成した。海域深部領域の３Ｄ Ｐ波速度構造モデルは、上述の「補間モデル４」

（図２－１－①－２）となる。陸域浅部領域については、深さ５ km 相当まで JIVSM15)を

そのまま採用した。陸域深部領域については、上述のＰ波速度構造 i)のうち、海陸統合

調査などで得られた陸域下の構造情報を中心に、「補間モデル３」（図２－１－①－２）

の変動の傾向を参照して（通常）Kriging 補間 19)することでモデルを作成した。 

以上の作業によって得られた４つの領域の３Ｄ Ｐ波速度構造モデルについて、各領

域の境界（図２－１－①－１の黒線）に沿ってそれぞれ設定した遷移帯内（図２－１－

①－１の両矢印）で線形的に接合した。海陸の境界は海岸線とし、海岸線から 50 km 海

側までを遷移帯とした。陸域浅部と深部の境界は深さ５ km 相当の面とし、そこから深

くなる方向に 2000 ms を遷移帯とした。海域浅部と深部の境界は、特に屈折法探査の分

解能を考慮して海洋モホ面より 1000 ms 分下方の面とし、そこから 2000 ms を遷移帯と

した。各遷移帯の区間で接するモデルを境界からの距離に従って線形的に補間すること

で、本プロジェクトの最終的な南海トラフの３Ｄ Ｐ波速度構造モデルとした。得られた

３Ｄ Ｐ波速度構造モデルに対して、令和２年度に取りまとめたＰ波速度からＳ波速度

や密度に変換するマルチパラメータ化手法 20)を適用することで、マルチパラメータ３Ｄ
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構造モデルを作成した。図２－１－①－３に、今年度構築したマルチパラメータ３Ｄ構

造モデルを示す。本モデルは、本プロジェクト内において連携課題に活用するために４ 

km×４ km×0.1 km 格子で出力し、試験的に共有した。 

 

 

 

 

図２－１－①－１ モデル統合方針の模式図 

 

 

 

 

図２－１－①－２ ３Ｄ Ｐ波速度構造モデルの構築フロー（海域浅部領域の例） 
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図２－１－①－３ 令和６年度に構築したマルチパラメータ３Ｄ海陸統合モデル。左か

ら順にＰ波速度構造及びフィリピン海プレート形状モデル、Ｓ波速度構造モデル、密度

構造モデルを表す。 

 

 

2) 海陸統合マルチパラメータ３Ｄ構造モデル検証方法の検討と環境整備 

３Ｄ Ｐ波速度構造モデルの妥当性を検証するため、モデル構築に使用した構造情報

の一つである海陸トモグラフィ解析 5)に利用した制御震源の観測走時データと３Ｄ Ｐ

波速度構造モデルから計算した理論走時 21)～23)を比較した。比較結果の一部を図２－１

－①－４に示す。計算走時と観測走時の差の RMSE（二乗平均平方根誤差）は 0.3〜0.4 s

で、海陸トモグラフィ結果 5)における制御震源についての計算走時と観測走時の差の

RMSE（約 0.14 s）に比べて、0.15〜0.25 s 大きい結果となった。 

マルチパラメータ化した３Ｄ Ｓ波速度構造モデルの検証については、既存の３Ｄ Ｐ

波速度構造モデル 4)を令和２年度に取りまとめたマルチパラメータ化手法 20)により変換

した３Ｄ Ｓ波速度構造を使用して実施してきた。３Ｄ Ｓ波速度構造モデルの妥当性に

ついて昨年度検証した結果、プレート境界より深部では、ほとんどの観測点で３Ｄ Ｓ波

速度構造モデルが海域地震トモグラフィ解析結果 11)～13)に対して高速度となる問題が認

められた 1)。今年度、この問題の調査を進めた結果、経験式に基づく物性の変換式の実

行上、部分的に問題があったことが原因であると判明したため、計算環境の修正を実施

した。得られた結果を図２－１－①－５に示す。令和５年度に構築した３Ｄ Ｓ波速度構

造モデル 1)について、海域地震トモグラフィ結果 11)～13)との比較結果を図２－１－①－

６に示す。以上により、３Ｄ Ｓ波速度構造モデルと調査観測から得られたＳ波速度構造

11)～14)は海底下の深さ５ km までは整合的であり、深部についても大きな違いがないこと

が確認できた。 

３Ｄ密度構造モデルの妥当性の検証については、モデルから計算した重力異常 24)とブ

ーゲー重力異常の観測値 25)の比較を実施することを基本方針とし、令和５年度までに３

Ｄ密度構造モデルから重力異常を計算するための検証環境を整備した。ただし、沈み込

み帯周辺での重力異常の観測値には、沈み込むスラブによる長周期の影響が全体的に反

映されているため、その影響を観測値から除去する必要がある。そこで、今年度は残差

重力異常を計算する機能を検証環境に新たに追加し、使用することとした。図２－１－

①－７に、令和５年度の３Ｄ密度構造モデル 1)から計算された重力異常とブーゲー異常

の観測値 25)から求めた残差重力異常を示す。令和５年度の３Ｄ密度構造モデル 1)は、活



 

  17  

用した構造情報の信頼性から、深さ 60 km までを使用した。残差重力異常の計算 26)では

局所的な構造不均質は保存される一方、沈み込むスラブの影響を含む海陸の構造の違い

などトラフ軸横断方向の平均的な特徴がすべて除去される。従って、残差重力異常と３

Ｄ密度構造モデルから計算された重力異常は必ずしも一対一に比較できるものではな

い。そこで、重力異常の観測値を用いた地殻構造解析の実例 27)に基づき、深さ 60 km よ

り深い３Ｄ密度構造モデルを考慮した解析環境を整備した。令和５年度の３Ｄ密度構造

モデル 1)の場合、このモデルをもとにスラブの厚さや陸側のマントルウェッジの構造を

モデル化し、深さ 60 km より深い部分について計算した重力異常をブーゲー異常の観測

値 25)から差し引く。この結果と深さ 60 km までの令和５年度の３Ｄ密度構造モデル 1)か

ら計算された重力異常とを比較した。この解析作業について、プレート形状やスラブの

厚さ、マントルウェッジの範囲、スラブやマントルに設定する密度構造などを更新した

際にもモデル化と重力計算に対応できる環境を整えた。重力異常の観測値を用いた構造

解析は、３Ｄ Ｐ波速度構造の信頼性が高いことが前提である。そのため、実解析、及び

その結果を経験式に基づく物性の変換式の修正に繋げる取り組みついては今後の課題

とした。 

 

 

 

 

 

図２－１－①－４ 海陸トモグラフィ結果 5)で利用した制御震源の観測走時データと、

本研究で構築した３Ｄ Ｐ波速度構造モデルから計算された対応する制御震源の理論走

時の比較。各観測点での計算走時と観測走時の差を青から赤のカラースケールで示す。

RMSE：Root mean square error(二乗平均平方根誤差)。 
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図２－１－①－５ ３Ｄ構造モデルとして推定したＳ波速度構造と調査観測に基づいて直

接推定されたＳ波速度構造 11)～14)との比較結果。上）DONET１の KMA01 観測点直下における

Ｓ波速度構造比較結果。カラースケールで示した速度構造は Tonegawa et al. (2017) 14)

による推定結果。赤線が Nakanishi et al. (2018)4)の３Ｄ Ｐ波速度構造モデルを本プロ

ジェクトで整備したマルチパラメータ化手法 23)でＳ波速度構造に変換した速度構造、マゼ

ンタが Yamamoto et al. (2022)13)の海域地震トモグラフィによる速度構造を示す。下）ほ

ぼすべての DONET 観測点について（上）と同様に比較した結果。青線（KME19 のみ）は、

後述の表面波解析による近傍の測線下について推定されたＳ波速度構造 28)。 

 



 

  19  

 

 

 

図２－１－①－６ 海域地震トモグラフィ 11)～13)による速度構造情報と令和５年度の３Ｄ

Ｓ波速度構造モデル 1)との比較。右下カラースケールで速度の差を示す。 

 

 

    

 

図２－１－①－７ ブーゲー異常の観測値（仮定密度 2.3g/cm3）25)から求めた残差重力異

常（左）と令和５年度の３Ｄ密度構造モデル 1)から計算された重力異常（右）。 
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3) ３Ｄ構造モデル構築・利活用方針の検討 

令和３年度から開始した３Ｄ構造モデルのデータ仕様や精度、共有方法等の課題を確

認する意見交換、勉強会を月１回程度の頻度で引き続き実施した。令和５年度までの議

論の結果、「３Ｄマルチスケール構造情報共通基盤」と称する情報基盤を整備し、統合モ

デルとその根拠となった構造モデル等の関連情報を整理した上で一括管理するととも

に、利用者が希望する情報に容易にアクセスできる仕組みを構築することを目指すこと

が重要であることを確認した 1)。これを受け、本サブ課題で構築したマルチパラメータ

３Ｄ構造モデルとそれに関わる構造情報を取り扱った「３Ｄマルチスケール構造情報共

通基盤」のコア部分の試作に着手することとなった。令和５年度に構築したポータルサ

イト的な枠組みでは、利用者が地域または海域、文献名、調査名などのキーワードによ

って構造情報や成果情報、データを検索することで希望の情報にアクセスできるほか、

詳細なメタ情報からも関連情報やその入手方法に関する情報を得ることが可能な仕組

みを、海洋研究開発機構で開発中のデータ連携基盤ソフトウエアを利用して試験的に構

築した 1)。メタ情報は Excel, CSV, xml 形式で管理しており、システム入出力が容易に

可能である。今年度は対象とする地下構造モデルに関する情報として、モデル構築に使

用した元データと調査などの情報、文献などを追加入力した（図２－１－①－８）。さら

に、本サブ課題で構築したマルチパラメータ３Ｄ構造モデルとそれに関わる構造情報を

対象とした処理ツールも試作した。この処理ツールにより、プレート形状モデルやマル

チパラメータ３Ｄ構造モデルから、指定した領域のデータ切り出しとその領域内の補間、

データフォーマット変換(テキスト、netCDF、VTK)を行うことが可能である。今回扱った

構造情報は、本サブ課題で構築したマルチパラメータ３Ｄ構造モデル及びモデル構築に

利用した既存の南海トラフ域の３Ｄ構造モデル 4)、陸域地盤構造 15),18)など公開中のデー

タ 29)であり、実際のモデル構築でも必要な機能を中心に開発ツールに導入した。本ツー

ルは、現状、Linux 環境上において Python（v3.11 以上）と GMT（The Generic Mapping 

Tools）が動作する環境にインストールしており、切り出しに必要なパラメータは専用フ

ァイルを介して引き渡すことでソフトウエアを動作させる。将来的には、上述の構造モ

デルのメタ情報入手や検索が可能なポータルサイト上でのツールの利用を可能とする

設計が必要である。これまでに試作した処理ツール類を関係者で試験的に利用しながら

今後の仕様を検討しつつ、取り扱う構造情報の拡張方法の検討や「３Ｄマルチスケール構

造情報共通基盤」を構築し維持する仕組み、体制を整えていくことが今後の課題である。 

以上の経過について、2025 年２月及び３月に地震本部の委員会で話題提供を行った。 
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図２－１－①－８ ３Ｄマルチスケール構造情報共通基盤のコア部分として試作したメタ

データの例。管理者がシステムに入力可能であり、ユーザは出力のみ可能。（上）統合モデ

ルについての例。（下）既存の３Ｄ Ｐ波速度構造モデル 4)に活用したモデルについての例

の一部。 

 

 

4) 浅部堆積層構造の推定 

震源決定の信頼性向上に不可欠な堆積層補正値（浅層のＳ波速度構造）の推定に向け、

令和５年度までに紀伊半島沖の構造探査測線 KI03 を対象に進めてきた稠密リニアアレ

イ観測データを用いた表面波解析によるＳ波速度構造推定方法を、周辺の他の測線

（KI04, KI05）に適用した。各測線の位置を図２－１－①－９に、結果の一部を図２－

１－①－10 に示す 30),31)。並行して、構造探査データのレシーバー関数解析手法 32)を表

面波解析と同一測線上の近年の構造探査データ 29)に適用し、両手法によるＳ波速度構造

モデルと反射法断面を合わせて比較した（図２－１－①－11）。両手法による海域浅部堆

積層の最浅部の S 波速度は、0.2～0.3 km/s で互いによく一致しており、レシーバー関

数解析を単独で DONET 観測点へ十分適用できることが確認できた。 

海洋研究開発機構が DONET 海域で実施したこれまでの構造探査時のエアガン発震記録

を各 DONET 観測点において切り出し、上下動及び水平動２成分のレシーバーギャザーを

作成した。このとき、DONET 観測点直下の PS 変換面が明瞭に抽出できるオフセット距離

を各点で調整した。図２－１－①－12 にレシーバー関数解析の例を示す。各観測点で作
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成したレシーバーギャザーを確認し、変換波が明瞭に認められるオフセット距離の範囲

についてレシーバー関数を計算することで、変換面が明瞭に抽出できることが分かる。

一方、探査測線上の構造が観測点を挟んで大きく変化するような地点では、変換面の抽

出が困難である。一例を図２－１－①－13 に示す。このような観測点では、観測点の両

側の構造変化を考慮し、得られたレシーバー関数から変換面の連続性を確認しながら構

造を解釈する必要がある。図２－１－①－９に示す探査測線とその近傍の DONET 観測点

の組み合わせでレシーバー関数解析を実施し、各観測点直下のＳ波速度構造（図２－１

－①－９）、0.3 km/s 未満のＳ波速度を持つ堆積物の厚さ、Ｐ波速度構造、VP/VS 値を推

定した（図２－１－①－14）。 

推定された浅部堆積層構造と前述のマルチパラメータ３Ｄ地下構造モデルの整合性

の確認、マルチパラメータ３Ｄ地下構造モデルへの反映などの方針については、今後、

引き続いて検討すべき課題である。 

 

 

 

 

図２－１－①－９ 解析に使用した構造探査測線（黒線）29)とレシーバー関数解析により

推定された DONET 観測点直下のＳ波速度構造。各観測点直下のＳ波速度の値を地図下部上

段のカラースケールで示す。 
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図２－１－①－10 構造探査測線 KI03, KI04 のデータに適用した表面波解析により推定

されたＳ波速度構造 30),31)。Ｓ波速度の値を構造断面の右側にカラースケールで示す。測線

配置は図２－１－①－９に示す。 

 

 

 

 

図２－１－①－11 紀伊半島沖 KI04 測線についてのレシーバー関数解析の結果。測線配

置は図２－１－①－９に示す。上から順に、反射法地震探査による深度断面、時間断面、

OBS データ 29)を用いたレシーバー関数に解釈と結果を重ね合わせて示す。 
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図２－１－①－12 KI04、NTN4048 測線の構造探査データ 29)を使った DONET A-１及び D-

16 観測点でのレシーバー関数解析例。構造探査測線と観測点の配置は図２－１－①－９に

示す。各図上段左に近傍探査測線の反射法探査（時間断面）と DONET 観測点を測線に投影

した位置を示す。下段は、探査測線に沿ったエアガン発震記録を DONET 観測点で切り出し

て作成した上下動（下段左）及び水平動 Radial 成分（下段右）のレシーバーギャザーを示

す。赤点線は明瞭な初動走時を表す。これらのレシーバーギャザーの異なるオフセット距

離範囲について計算したレシーバー関数を上段右に示す。 
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図２－１－①－13 KI04 測線の構造探査データ 29)を使った DONET B-8 観測点でのレシー

バー関数解析例。構造探査測線と観測点の配置は図２－１－①－９に示す。上段左に近傍

探査測線の反射法探査（時間断面）と DONET 観測点を測線に投影した位置を示す。下段は、

探査測線に沿ったエアガン発震記録を DONET 観測点で切り出して作成した上下動（下段左）

及び水平動 Radial 成分（下段右）のレシーバーギャザーを示す。赤点線は明瞭な初動走時

を表す。これらのレシーバーギャザーの異なるオフセット距離範囲について計算したレシ

ーバー関数を上段右に示す。 
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図２－１－①－14 解析に使用した構造探査測線（黒線）29)とレシーバー関数解析により

推定された DONET 観測点直下の 0.3 km/s 未満のＳ波速度を持つ堆積物の厚さ（上段左）、

Ｐ波速度（上段右）及び VP/VS 値（下段）を各図下部上段のカラースケールで示す。 

 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフ域におけるマルチパラメータ３Ｄ構造モデルの高精細化を目指し、令和５

年度までに構築した３Ｄ Ｐ波速度構造モデルの検証結果や実際に自動震源決定システ

ムでの処理結果を考慮した上で、新たな観測や解析に基づく速度構造情報を構築中のモ

デルに取り込む方法の改良を進め、モデルの更新を実施した。これにより、本年度の業

務目的である海陸を統合した高精細マルチパラメータ３Ｄ構造モデルの更新並びに日
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向灘及び東海沖へのモデル拡張は完遂した。ただし、モデルの構築に活用した地層境界

面の選定、多様な構造情報の統合方針、パラメータ設定、具体的な補間方法については、

今後も更なる改良や検討の必要がある。 

今年度構築した３Ｄ Ｐ波速度構造モデルについて、制御震源の観測走時データに基

づく検証方法を検討し、実際にその方法でモデルの妥当性について確認した。今年度構

築した３Ｄ Ｓ波速度構造については、調査観測から直接推定された結果と大きな差は

なく、変換式の妥当性が確認された。３Ｄ密度構造の検証については、本サブ課題で構

築した３Ｄ密度構造モデルを用いた重力異常を計算し、ブーゲー異常の観測値と比較す

ることを基本方針として環境整備を進めた。沈み込み帯周辺での重力異常の観測値には、

沈み込むスラブによる長周期の影響が全体的に反映されていることを考慮に入れ、その

影響を観測値から除去するための計算環境を整備した。これにより、今後のモデル更新

時に、同等の検証を行うことが可能である。以上により、本年度の業務目的である観測

データを用いたモデル更新及び検証の実施、モデルの誤差評価手法についての検討は完

遂した。Ｐ波速度構造モデルの確度や誤差の評価については、データとして収集できる

情報を整理したが、各構造情報によって信頼性の考え方や提示方法が異なることにより

画一的な取り扱いは難しいことが判明したため、今後の新たな課題とした。マルチパラ

メータ３Ｄ構造モデルの検証・評価の具体的な方法についても検討が必要である上、今

後実施を検討すべき、評価結果をもとに構築した３Ｄ構造モデルや経験式に基づく物性

の変換式の修正は複数の問題が関わっているため容易に解決できるものではない。これ

らについては、本プロジェクト終了後も引き続き検討すべき課題である。ただし、今後

のマルチパラメータ３Ｄ構造モデル更新に備え、参照するモデルの追加・更新やマルチ

パラメータ化に用いる経験式の修正、経験式の地域や構造区分ごとの割り当て方などは

柔軟に対応できる環境を整備した。 

令和３年度から他のサブ課題担当者等と開始したモデル共有に関する議論を継続す

るとともに、この議論に基づき、今後のモデル構築や利活用を想定した枠組みのプロト

タイプのコア部分の試作を継続した。今年度は対象とする地下構造モデルに関する情報

として、モデル構築に使用した元データと調査などの情報、文献などをメタデータとし

て追加入力した。さらに、本サブ課題で構築するマルチパラメータ３Ｄ構造モデルとそ

れに関わる構造情報を対象とした処理ツールも試作した。この処理ツールにより、プレ

ート形状モデルや３Ｄ構造モデルから指定した領域のデータ切り出しとその領域内の

補間、データフォーマット変換を可能とする環境の構築が完了した。将来的には、上述

の構造モデルのメタ情報入手や検索が可能なポータルサイト上でのツール利用を可能

とするような設計が必要である。今後の仕様を検討しつつ、扱う構造情報を拡張してい

くこと、「３Ｄマルチスケール構造情報基盤」を構築し、維持する仕組みやそのための体

制を整えていくことが今後の課題である。 

マルチパラメータ化に向けたＳ波速度構造の直接推定並びに震源決定の信頼性向上

に不可欠な堆積層補正値推定に向けて、令和５年度までに進めてきた表面波解析による

Ｓ波速度構造推定方法を周辺の他の測線にも適用した。並行して構造探査データのレシ

ーバー関数解析手法表面波解析と同一測線上について実施し、両手法による海域浅部堆

積層の最浅部のＳ波速度の整合性を確認した。さらに、レシーバー関数解析を DONET 観
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測点へ適用し、DONET 観測点直下のＰ波速度、Ｓ波速度、VP/VS 値、ならびに 0.3 km/s 未

満のＳ波速度を持つ堆積層の厚さについて空間的にマッピングした。これにより、本年

度の業務目的である DONET 観測点周辺の堆積層構造情報の整理が完遂した。今後、これ

までの調査観測データから直接推定されたＳ波速度構造や本サブ課題で構築した３Ｄ 

Ｓ波速度構造モデル等を参照しつつ、震源決定に資する DONET 観測点直下の堆積層補正

値としてさらに整理していく必要がある。 
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2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 
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②３Ｄ構造モデルを用いた自動震源決定処理システムの構築 

(a) 業務の要約 

３Ｄ構造モデルを用いた自動震源決定処理システム（以下、本システム）の仮運用を

継続した。本課題で令和５年度に構築した３Ｄ構造モデルを本システムに実装し、日向

灘及び紀伊半島南東沖を対象とした震源計算を試行するとともに、得られた震源計算結

果について、他の震源カタログとの対比、検討を行った。仮運用中の本システムにより

得られる自動震源と長期震源カタログを用いて地震活動評価に資する情報を作成し、

2024 年８月８日に発生した日向灘の地震後に臨時開催された気象庁の「南海トラフ沿い

の地震に関する評価検討会」等への資料提供を行った。 

 

(b) 業務の成果 

1) 新たな３Ｄ構造モデルを用いた震源計算の試行 

本課題では、南海トラフ及びその周辺で発生する地震の活動状況を迅速かつ精度良く

把握出来るようになることを目指し、高精度な海陸統合３Ｄ構造モデルに基づいて自動

的に震源位置を推定するシステムの整備を行ってきた。一方、主に海域で実施された構

造探査結果と海陸の観測データに基づく地震トモグラフィ解析結果を統合、調整するこ

とで新たな３Ｄ Ｐ波速度構造モデルを構築するとともに、様々なデータに基づく関係

式による変換により、３Ｄ Ｓ波速度構造モデルも整備している 1)。これにより、従来の

モデルでは解像が十分ではなかったトラフ軸周辺を含む海陸統合３Ｄ構造モデルのプ

ロトタイプが得られた。今年度は、令和５年度に構築した海陸統合３Ｄ構造モデル（以下、

BN23 モデル）を用いて、日向灘及び紀伊半島南東沖を対象とした震源再決定を行った。 
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本システムは、サーバ上に複数の仮想マシン（VM）を設定し、各 VM 上では異なる計算

パラメータや構造モデルを用いて、完全に独立した震源計算を実施出来る構成となって

いる。また、地震ごとにひとつの ID、VM ごとに独自のサブ ID を指定した上で、全ての

VM の処理結果をひとつのリレーショナルデータベース（RDB）に保存する。これにより、

異なる VM での結果を互いに比較、検討することが容易となる構成となっている。試験稼

働中の本システムの自動処理では、地震波走時トモグラフィ結果に基づく構造モデル

（以下、トモグラフィモデル）2)を用いた震源計算を実施している。さらに、2003 年１

月１日以降に発生したマグニチュード（Ｍ）1.0 以上の地震を対象としてトモグラフィ

モデルを用いた震源再決定を行うことにより、20 年以上の長期間にわたる震源カタログ

（以下、長期震源カタログ）の整備も進めている 1)。したがって、トモグラフィモデル

を用いた処理は継続させつつ、これとは異なる VM 上において、BN23 モデルを採用した

震源計算を試行することとした。震源計算には、Pseudo-bending 法 3)により、仮想震源

と観測点間の走時を逐次計算する方法を用いた。試行対象は、防災科研が別途運用する

一次元速度構造を用いた自動震源決定システム（以下、Hi-net システム）によって 2003

年１月から 2024 年８月に日向灘及び紀伊半島南東沖周辺で検知されたＭ1.5 以上の地

震とした。得られた震源再計算結果は、気象庁一元化震源 4)や Hi-net システムによる震

源、トモグラフィモデルを用いて求めた震源分布と比較した。図２－１－②－１に計算

対象領域を赤枠で示す。 

 

 

図２－１－②－１ 本課題で新たに構築した３Ｄ構造モデル（BN23 モデル）を用いて震源

再計算を試行した範囲（赤枠）。青線は断面図を作成した測線の位置を、紫線は南海トラフ

沿いの地震の想定震源域 5)を表す。橙丸、黄色丸はそれぞれ気象庁によるＭ6.0 以上及び

5.0 以上の地震の震央位置 4)を表す。緑破線は、BN23 モデルの適用範囲を表す。 
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日向灘は、南海トラフ巨大地震想定震源域の中でもっとも地震活動が活発な地域であ

る。本海域の北部では 2022 年１月 22 日に気象庁マグニチュード（Mj）6.6 のスラブ内

地震、中部では 2014 年８月 29 日に Mj6.0 のプレート間地震、南部では 2019 年５月 10

日に Mj6.3、2024 年８月８日に Mj7.1 のプレート間地震が発生した。このうち、2024 年

８月の地震は、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」が初めて発表された地震で

ある。 

本海域における震源分布を図２－１－②－２に示す。３Ｄ構造モデルを用いた震源再

決定の結果、海域の地震活動がやや陸側に移動する傾向がある。また、BN23 モデルを用

いて再決定した震源は、日向灘北部を中心に全体的に浅くなる特徴が見られる。大分県

から豊後水道にかけての地域や伊予灘の一部の深さ 60 km 以深で発生する地震活動につ

いて、BN23 モデルでは震源決定に失敗するケースが多々見られた。この地域では、地殻

浅部構造として用いた全国一次地下構造モデル 6)の速度変化が大きいため、波線経路を

適切に評価できなかった可能性がある。今年度の３Ｄ構造モデル構築・更新においては、

本結果をフィードバックに基づき、陸域浅部のモデル統合方針の見直しが行われた（図

２－１－①－１）。 

図２－１－②－３に日向灘南部における地震活動の鉛直断面図を示す。断面の位置は

左側の地図上に黒太線で示しており、断面線の両側 10 km 内に位置する地震を抽出し、

投影した。この断面線では、距離約 20 km より右側が海域に相当する。Hi-net システム

で求めた震源は、海域（距離-20 km 付近）では深さ 10～50 km の範囲に大きくばらつい

て分布している。気象庁一元化震源においても、地震発生層の厚さは 30 km と厚い。こ

の海域では沖合に地震観測点が無く、震源の西側（九州側）でしか観測出来ていない点

に加え、九州パラオ海嶺がフィリピン海プレートとともに沈み込むことによる複雑な地

下構造となっている 7)ことから、１Ｄ構造モデルを用いた震源計算は不安定になってい

る可能性がある。BN23 モデルを用いて計算した結果、沖合の地震活動はおおよそ 10～20 

km 程度陸側に移動するとともに、30 km よりも深く決まっていた地震は軒並み 10 km 程

度浅くなるなど、大きな移動を生じた。また、地震発生層の厚さも 20 km 程度となり、

ややまとまる傾向が認められた。一方、トモグラフィモデルによる震源分布は Hi-net シ

ステムによる震源と明瞭な差異は見られない。図２－１－②－４に、日向灘南部におけ

るトモグラフィモデル及び震源計算に用いた BN23 モデルのＰ波速度構造断面を示す。

トモグラフィモデルでは沖合の浅部及び深部の構造が十分に解像されておらず、BN23 モ

デルに見られる深さ 20 km 以浅の低速度の層が考慮されていない。BN23 モデルを用いた

場合、海底下のプレート境界付近及びスラブ内で発生した地震波が陸域の観測点に到達

するためには、この低速度な層を通過することになる。この影響により上述した震源移

動が発生したものと考えられる。同様の震源分布の変化は日向灘中部（図２－１－②－

５）でも見られる。日向灘中部では、１Ｄ構造モデル使用時に見られた距離-30 km、深

さ５～20 km のクラスタ的な地震活動が、距離-20 km、深さ 10～25 km に移動している。

また、１Ｄ構造モデルでは深さ 10～20 km 付近に陸側から海域に向けてほぼ平坦な地震

活動が分布しているが、BN23 モデルによる震源分布を見ると、沈み込むフィリピン海プ

レートに向かって明瞭に傾き下がる分布として捉えられている。 
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日向灘北部の断面図を図２－１－②－６に示す。この断面図では、海岸付近で発生す

る地震の震央がわずかに陸域に移動する傾向が確認された一方、沖合の地震の震央移動

は顕著では無かった。これは、九州に加えて、四国に位置する地震観測点が震源決定に

強く寄与している影響によると考えられる。一方、距離-20 km 以遠の活動について、BN23

モデルを採用すると、震源が極端に浅くなる傾向が見られた。この断面線でのＰ波速度

構造を図２－１－②－７に示す。両者の構造を比較すると、トモグラフィモデルで解像

出来ていない沖合極浅部において、BN23 モデルではＰ波速度が２～５ km/s 程度の低速

度な層を設定していること、それ以外では両者は良く一致していることが分かる。図２

－１－②－４に示す通り低速度な層は日向灘南部の方が顕著であるが、日向灘南部の震

源決定は九州の観測点に依存しているため、この低速度な層の影響を受けにくい。これ

に対し、日向灘北部は、震源の北東方向に四国の観測点が位置している。南部よりも低

速度の層厚が薄いものの、これらの観測点でこの低速度の層の影響を強く受けた可能性

がある。 

 

 

 

 

図２－１－②－２ 日向灘における震源分布。左から順に気象庁一元化震源、Hi-net シス

テムによる震源、本システムにてトモグラフィモデル及び BN23 モデルを用いて再決定し

た震源の分布をそれぞれ示す。ここでは、2003 年１月から 2024 年８月までに発生したＭ

2.0 以上の地震を表示した。 
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図２－１－②－３ 日向灘南部における各震源カタログの地震活動断面。断面の位置は左

地図に黒太線で示す。各断面図には、断面線の両側各 10 km 幅に位置する震源情報を投影

した。赤星、赤点、黒点はそれぞれＭ6.0 以上、Ｍ4.0 以上及びＭ1.5 以上の地震を表す。

青線と水色線はそれぞれ本課題 1)及び Nakanishi et al. (2018)8)によるプレート上面位

置を表す。 

 

 

 

 

図２－１－②－４ 日向灘南部におけるＰ波速度構造。左）トモグラフィモデル。右）BN23

モデル。断面の位置は図２－１－②－３と同じ。トモグラフィモデルで十分に解像されて

いない領域は配色を薄くして示した。 
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図２－１－②－５ 日向灘中部における各震源カタログの地震活動断面。表示方法は図２

－１－②－３と同じ。 

 

 

 

 

図２－１－②－６ 日向灘北部における各震源カタログの地震活動断面。表示方法は図２

－１－②－３と同じ。 
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図２－１－②－７ 日向灘北部におけるＰ波速度構造。左）トモグラフィモデル。右）BN23

モデル。断面の位置は図２－１－②－６と同じ。トモグラフィモデルで十分に解像されて

いない領域は配色を薄くして示した。 

 

 

紀伊半島南東沖では、2016 年４月１日にプレート間で Mj6.5 の地震が発生した。気象

庁一元化震源及び Hi-net システムでは、この地震の深さをそれぞれ 29 km、19 km と求

めた。この深さは、震央周辺下のプレート上面の深さ（11 km 程度）1),8)より、有意に深

い。一方、BN23 モデルを用いた再決定を行ったところ、深さは 13 km に求まった（図２

－１－②－８）。この結果は、地震調査委員会によるプレート間地震であるとの評価 9)と

矛盾しない。この地震後に活発化した地震活動は各図の距離-10 km 付近に表示されてい

る。１Ｄ構造モデルを用いたカタログは高角な震源分布を示しており、スラブ内の地震

活動を示唆する結果となっているが、BN23 モデルを用いるとフィリピン海プレート上面

に集中するクラスタ活動として求まった。 

この海域では、2004 年９月５日に Mj7.1 及び 7.4 のプレート内地震が相次いで発生

し、顕著な余震活動を伴った。図２－１－②－８の距離 30 km 以遠に関連する地震活動

が見える。DONET 整備前の時期に発生した沖合の地震であることから、Hi-net システム

では震源位置を安定して推定することが出来ず、深さの値を固定することで震源決定さ

れたイベントが多い。これらの地震について BN23 モデルを用いて再決定すると、深さ

15km 付近に明瞭なクラスタが確認出来るほか、深さ 30～40 km 付近にも顕著な活動が推

定された。この地域における OBS を用いた詳細震源決定の結果によると、深さ５～15 km

と 15～25 km に地震活動が分布するとされている 9)。この差異については、直上の観測

点の有無の影響や観測点補正値の設定等を含めた再検討が必要である。なお、この海域

におけるトモグラフィモデルは十分に解像されていないため、参考として示すのみに留

める。 
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図２－１－②－８ 紀伊半島南東沖における各震源カタログの地震活動断面。表示方法は

図２－１－②－３と同じ。 

 

 

2) 地震活動の可視化と「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」用資料の作成 

南海トラフ想定震源域周辺でＭ6.8 以上の地震が発生した場合、気象庁は「南海トラ

フ沿いの地震に関する評価検討会」を招集し、その地震の規模及び発生場所等による地

震活動の評価に基づき「南海トラフ地震臨時情報」を発表することとなっている。また、

その情報発表までに要する時間は、トリガとなる地震発生から最短で２時間程度とされ

ている 11)。 

本課題では、これまでに３Ｄ構造モデルを用いた自動震源決定システムにより、沖合

で発生する地震に対し、従来の１Ｄ構造モデルを用いた震源よりも安定かつ高精度な震

源位置を推定することが可能であることを示した。また、トモグラフィモデルを使って

2003 年１月以降に発生したＭ1.0 以上の地震の再計算を行うことにより、「長期震源カ

タログ」を整備するとともに、それらの情報を集約し、一覧表示する機能の構築を進め

てきた。今年度はそれらの機能の連結性を強化することで、2024 年８月８日の日向灘の

地震（Mj7.1）後に臨時に開催された南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会（以下、

臨時会）に緊急の資料提供を行った。表２－１－②－１に地震発生から臨時情報発表ま

での時系列を示す。 

 

表２－１－②－１ 2024 年８月８日日向灘の地震（Mj7.1）発生後の概略タイムライン 

概略日時  経過時間   
2024/8/8 16:43 －  日向灘を震源とする Mj7.1 の地震発生  

17:00 17 分  「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」発表  
17:30 47 分  「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会（臨時）」開始  
18:30 107 分  防災科研資料（第２報）提出：図２－１－②－９を含む 
19:15 152 分  「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」発表  

 

 

臨時会開始から 1 時間程度経過した頃に、Mj7.1 の本震発生から 1.5 時間後までに発

生した主な地震の震源分布を資料として臨時会に提出した。資料には、別システムで処
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理を実施している３Ｄ構造モデルを用いたセントロイド・モーメント・テンソル解（3D-

CMT 解）12)の情報を基本としつつ、3D-CMT 解の走向と直交する方向に自動設定した断面

上に、本システムにより再決定された震源分布を示した図を含めた。資料の該当箇所を

図２－１－②－９に抜粋して示す。本図は、過去の地震活動と比較することを目的とし

て、長期震源カタログに含まれる活動を黒点で示している。長期震源カタログはトモグ

ラフィモデルに基づいて整備されているため、作図にはトモグラフィモデルを用いた計

算結果を採用した。Ａ４用紙１枚にまとめられた資料は、必要なデータを所定のフォル

ダに配置し、資料タイトルや表示に用いる地震活動期間等のパラメータを指定したファ

イルを用意した上で、１行のコマンドを実行することで半自動生成される。 

図２－１－②－９から、本震は青線で示したフィリピン海プレート上面モデルの直上

に位置すること、その他の地震も、概ね青線に沿って太平洋側（断面図右側）で浅く、

陸側（断面図左側）で深くなる傾向にあること、今回の地震活動は過去の活動の範囲内

に位置することが分かる。本資料は「南海トラフ地震の想定震源域内における陸のプレ

ートとフィリピン海プレートの境界の一部がずれ動いた」とする気象庁発表文 13)作成に

貢献した。 

 

 

 

図２－１－②－９ 2024 年８月８日に発生した日向灘の地震後に臨時開催された「南海ト

ラフ沿いの地震に関する評価検討会」に提出した資料の一部。3D-CMT 解の走向から自動設

定した断面（左図の太線）におけるプレート上面モデル 8)と本システムで得られた震源情

報を対比して示した。赤丸は本震、橙丸はそれ以外のＭ1.5 以上の地震、黒点は長期震源

カタログに基づく、2003 年１月から本震発生までの地震活動を表す。赤星は 3D-CMT 解析

によるセントロイド位置を表す。 

 

 

同海域では 2025 年１月 13 日にも Mj6.6 の地震が発生した。この地震直後に臨時開催

された南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会では、当該地震の Mw が７以上となる

かが論点となったため、本システムの結果は提出していない。ただし、翌２月に開催さ

れた定例の南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会に、2024 年８月以降の地震活動に

関する資料を作成し、提出した（図２－１－②－10）。本資料についても、トモグラフィ

モデルに基づく震源カタログを採用した。 
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図２－１－②－10 の左に示した地図では、2024 年８月８日の Mj7.1 地震発生から 2025

年１月 13 日の Mj6.6 地震発生前まで（期間１）の地震を灰丸で、Mj6.6 地震発生から

2025 年１月 31 日までの地震（期間２）を黒丸で示した。黒星は 3D-CMT 解析によって求

まったセントロイド位置を表す。丸内の数字は 3D-CMT 解析を行った主な地震の番号（図

２－１－②－10 右上）に対応し、それぞれの地震の本システムでの再決定位置を表す。

図２－１－②－10 右下部に２枚の断面図を示しており、断面の位置は左側の地図に示し

た。青線はプレート上面深度 8)、赤丸はＭ5.0 以上の地震を表す。黒丸及び橙丸は、それ

ぞれ期間１、期間２に発生したＭ1.5 以上の地震を表す。赤星は 3D-CMT のセントロイド

の位置で、CMT 解と黒線で繋いだ。再決定震源と CMT 解とは赤線で結んだ。 

2025 年１月の地震は 2024 年８月８日以降の地震活動の北端に位置しており、その後

の地震活動はさらに北東に拡がったことが分かる。また、赤丸で示したＭ５以上の地震

の震源はプレート境界とよく一致している。なお、断面図を作成した活動の領域ＡとＢ

の間に少し地震活動の空白があり、北側（領域Ｂ）の地震活動はプレート境界よりもや

や高角に分布する傾向が見える。長期震源カタログ（黒点）の分布から、同様の地震活

動が領域Ａでも過去に観測されていたことが見えるが、2024 年８月以降は該当する活動

は見えない。これらの地震活動の発生場所の詳細な議論を行うためには、この地域にお

ける複雑な地下構造の影響を含め、より詳細な検討が必要である。 

 

 

 

 

図２－１－②－10 2025 年２月７日に開催された「南海トラフ沿いの地震に関する評価検

討会」に提出した日向灘の地震活動に関する資料。 
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本課題では、可視化の対象として、地震活動のＭ－Ｔ図や求めた震源情報に基づく地

震活動度、例えばｂ値 14)やＺ値 15)の時空間分布表示も検討してきた。しかし、自動処理

に基づく本システムの結果を地震発生から数時間内に開催される臨時会での活動評価

に使うためには、解析に使用可能な地震数が少なく、地震活動評価に有効な図面を自動

作成することは極めて困難であった。地震の検知力の向上と併せ、表示範囲や配色とい

った見せ方を調整するための方法の検討が必要である。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフ及びその周辺域で発生する地震の活動状況を適確かつ迅速に評価するた

めには、より現実に即した三次元地震波速度構造を用いて自動的に震源位置の推定を行

うとともに、同じ計算条件で整備した過去の地震のカタログと対比・検討する必要があ

る。今年度は、昨年度までに構築した３Ｄ構造モデルを用いた自動震源決定システムの

仮運用を継続するとともに、本課題で新たに構築した３Ｄ構造モデルを用いた震源決定

の試行を行った。得られた震源情報について、気象庁一元化震源などの震源カタログと

の対比を通じて、その特徴の確認及び検討を行った。一方、トモグラフィモデルを用い

て整備した長期震源カタログ及び自動処理震源結果から、地震活動評価に資する情報を

可視化するためのツール整備を進めた。その結果、2024 年８月８日に日向灘で発生した

地震（Mj7.1）直後に臨時開催された気象庁の「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討

会」に地震活動に関する資料を提出し、当該地震が陸側のプレートとフィリピン海プレ

ートの間で発生した地震であるとの情報発表文作成に貢献した。また、2025 年２月に開

催された同会の定例会には、2025 年１月 13 日に発生した地震（Mj6.6）以降の地震活動

状況をまとめた資料を作成し、提出した。以上により、本年度の業務目的は完遂した。 

南海トラフ海域において、日向灘はフィリピン海プレート沈み込みに伴う地震活動が

最も活発な地域であるが、南部には九州パラオ海嶺が沈み込むなど、地下構造が複雑な

海域でもある。この海域においては、新たな観測網である南海トラフ海底地震津波観測

網（N-net）の整備により、定常的な地震観測が実現する。今後は N-net の観測データを

活用し、地下構造モデルの高精度化とそれに伴う震源決定精度の向上を進める必要があ

る。地震活動の可視化にあたって、本課題内でトモグラフィモデルに基づく長期震源カ

タログを整備した。ただし、現在のトモグラフィモデルでは、海溝軸付近の地下構造は

十分に解像されていないという課題がある。一方、本課題で構築した３Ｄ構造モデルは、

構造探査データを活用することで、沖合の詳細な構造を反映したものとなっているが、

観測点補正値等の観点において、震源決定に十分なチューニングを実施されたものとは

なっていない。今後、３Ｄ構造モデルの震源決定への評価ならびにチューニングを進め

るととともに、そのモデルを用いた長期震源カタログの再整備を行うことが重要となる。

地震活動の可視化については、システム化の端緒として試験的な作図の半自動化を実現

し、2024 年８月に発生した日向灘地震時には迅速な解析と資料提供を実現することが出

来た。ただし、この地震は平日の夕方に発生したものであり、通常の勤務時間内での対

応が可能であった。顕著な地震が発生した場合に地震活動情報を効果的に発信、活用す

るためには、特定のユーザの操作を必要としないことが望ましい。今後は、自動生成す

べき情報とその見せ方について、より詳細な検討を進める必要がある。 
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